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弊行出資証券の名義書換停止前の名義書換手続に関する

留意事項について 

 

弊行出資証券の配当金については、前事業年度の配当金を５月１日現在で弊行出資者

原簿に記載のある出資者へ、支払期日（政策委員会の定める日：例年５月最終営業日）

に支払っているほか、５月１日から支払期日の前日まで出資証券の名義書換等を停止し

ております。 

そのため、投資者が当該配当金を受領するには、名義書換期日（４月最終営業日）ま

でに名義書換にかかる所定の手続きを終える必要があります。 

その具体的な手続きは、投資者のマイナンバー（個人番号・法人番号）等を所得税法

の規定に従って弊行に告知するための資料（以下「確認書類」といいます。）の提出の

仕方（下記①または②）によって異なりますので、十分ご注意のうえ、円滑な名義書換

手続きの確保に向けてご協力をお願いします。 

（注１）所得税法で認められた確認書類としては、例えば、<a:通知カード等の個人番号が

記載された公的書類の個人番号記載面のコピー>と<b:運転免許証等の顔写真付き公

的身分証明書のコピー>の組み合わせ等があります。 

① 確認書類を日本銀行が直接受領する方式（別紙 事務フロー図 イ．） 

証券会社は、名義書換期日までに「事務フロー図イ．の⑧請求書・現物提出」ま

でのプロセスを終える必要があります。 

② 確認書類を証券会社経由により受領する方式（別紙 事務フロー図 ロ．） 

 証券会社は、名義書換期日までに「事務フロー図ロ．の④請求書等、確認書類、

現物提出」までのプロセスを終える必要があります。 

（注２）投資者が法人の場合（法人番号の確認書類をご提出いただく際は確認書類の封入

不要）も、この②の取扱いによることとなります。 

手続①、②いずれの場合についても、名義書換請求書上の投資者の押印が弊行に届け

出た（印鑑票に押なつした）印とは異なっていたり、名義書換請求書上の弊行出資証券

の合計口数の記載に誤りがある等、手続書類に不備がある場合には、書類の差替等に更

なる日数を要することとなります。また、弊行出資証券の買い増しをされる投資者にお

いて、名義書換請求書に記載された投資者の氏名（名称）や住所が従前弊行に届出をい

ただいている内容と異なる場合にも、名義書換までに別途の手続きが必要となります。 
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これらの不備や相違があった場合、結果的に名義書換期日までに名義書換を完了でき

ず、投資者が前事業年度分の配当金を受領できない可能性がある点にご注意のうえ、遺

漏なくご対応くださいますようお願いします。 

売買約定後、名義書換期日まで時間の余裕がない等の事情がある場合は、証券会社に

おいて、投資家からの買い注文の後、速やかに名義書換請求書等に加え、マイナンバー

等の確認書類もあらかじめ投資家から封入された状態で受領のうえ、証券会社から（必

要に応じ代行会社経由で）弊行にご提出いただくこと（手続き②）をお勧めします。な

お、その際、証券会社におかれましては、これらの書類を自社に速やかに提出するよう

投資家に周知されるなど、円滑な手続きに向けたご協力をお願いします。 

 

 

（本件に関するお問い合わせ先） 

日本銀行文書局総務課出資証券グループ 

                    電話 03-3277-3095（直通） 

 
 

以   上 



別　紙

イ.個人番号を日本銀行が直接受領する方式 赤矢印で個人番号が移動

名義書換請求者 証券会社（証券代行会社） 出資証券Ｇ 日本橋税務署

①名義書換の意思表示

②用紙等送付

　　・名義書換請求書（用紙）
　　・印鑑票（用紙）

③請求書等提出

④『請求があった旨』連絡
　　・名義書換請求書
　　・印鑑票

　・名義書換請求書（コピー）
　・印鑑票（コピー）

　「名義書換請求受付連絡票」　
　　（書式例添付）

⑤告知確認書類提出依頼

　　当方作成説明書 　　当方作成説明書
　　　（含む請求書コピー（加工後）） 　　　（含む請求書コピー（加工後）） 　　必要となる告知内容

　　　　確認資料の説明文
⑥確認書類提出

　　　　　告知内容確認書類 　　　　告知内容確認書類

　　「名義書換請求受付連絡票」
⑦請求書、現物依頼（電話連絡 　でご連絡いただいた先に

　電話連絡
⑧請求書・現物提出

　　　　・名義書換請求書
　　　　・印鑑票

　　　　出資証券（現物）

⑨現物返却

　　　　出資証券（現物）

⑩名義書換終了の旨連絡

⑪支払通知書の作成・交付

⑫配当金支払い

⑬支払調書の作成・提出
  例年　６月

名 義 書 換 手 続 の 事 務 フ ロ ー 図

印相違等につき仮

のチェックを行う 



ロ.個人番号を証券会社を経由して受領する方式（『証券会社（代行会社）は配送者』というステイタス） 赤矢印で個人番号が移動

名義書換請求者 証券会社（証券代行会社） 出資証券Ｇ 日本橋税務署

①名義書換の意思表示

②用紙等送付（交付）

　　・名義書換請求書（用紙）
　　・印鑑票（用紙）

　　

③請求書等、確認書類提出

　・名義書換請求書
　・印鑑票

④請求書等、確認書類、現物提出

　　告知内容確認書類
　・名義書換請求書

　書類提出時に、あわせて 　・印鑑票
　証券会社の連絡先等を
　提出（方法は不問）

　　告知内容確認書類
　　例えば告知内容確認
　　書類に不備があった
　　場合、一旦、告知内容
　　確認書類以外の書類 　　　　出資証券（現物）
　　を返却し、当方において
　　請求者から告知内容
　　確認書類を徴求、
　　確認後、改めて証券
　　会社に請求書等の
　　提出を依頼することに
　　なる。連絡先はその際
　　等に使用する ⑤現物返却

　　　出資証券（現物）

⑥名義書換終了の旨連絡

⑦支払通知書の作成・交付

⑧配当金支払い

⑨支払調書の作成・提出
例年　６月

証券会社は出

資証券事務に

おいて個人番

号取扱者に該

当しないため、

施封したものを

個人から受領 
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